
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記  

 

１．重要な会計方針 

 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

１）有価証券の評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法により行っている。 

 

２）信託財産を構成している有価証券の評価は、１）と同じ方法により行っている。 

 

 

（２） 引当金の計上基準 

 

１）役員退職慰労引当金については、役員への退職慰労金の支給に備えるため、期末要支給額

を計上している。 

 

    ２）選考委員退職慰労引当金については、選考委員への退職慰労金の支給に備えるため、期末

要支給額を計上している。 

 

 

（３） 消費税等の会計処理 

 

     消費税等の会計処理は、税込処理によっている。 

 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産         

 信託財産 1,018,193,965 47,944,987 0 1,066,138,952 

小  計 1,018,193,965 47,944,987 0 1,066,138,952 

特定資産         

 貸与奨学金 346,839,200 45,000,000 42,978,600 348,860,600 

 公益活動財源積立資産 373,756,207 14,543,218 28,620,194 359,679,231 

小  計 720,595,407 59,543,218 71,598,794 708,539,831 

合  計 1,738,789,372 107,488,205 71,598,794 1,774,678,783 

 

 



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

 

（単位：円） 

科  目 当期末残高 

（うち指定正味

財産からの充当

額） 

（うち一般正味

財産からの充当

額） 

（うち負債に

対応する額） 

基本財産         

 信託財産 1,066,138,952 (1,066,138,952) ― ― 

小  計 1,066,138,952 (1,066,138,952) ― ― 

特定資産         

 貸与奨学金 348,860,600 ― (348,860,600) ― 

 公益活動財源積立資産 359,679,231 ― (359,679,231) ― 

小  計 708,539,831 ― (708,539,831) ― 

合  計 1,774,678,783 (1,066,138,952) (708,539,831) ― 

 

 

４．その他 

 

貸与奨学金免除損 

「帝人久村奨学金貸与・給付及び返還・免除に関する規程」に基づき、貸与奨学金の返還を免除 

した額である。 

 



 

附 属 明 細 書 

 

 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２．基本財産及び特定資産の増減額及び

その残高に記載のとおりである。 

 

 

 

２．引当金の明細 

 

（単位：円） 

科  目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

役員退職慰労引当金 900,000 250,000  0  0  1,150,000 

選考委員退職慰労引当金 300,000 200,000  0  0  500,000 

 

 

以  上  

 


